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試みることであり、こうした試みは実際には潜在的な抵触を除去する
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ーターパクトによる草案16条が、草案全体の中では第３部「条約の有効性
の条件（conditions of validity of treaties）」、なかでも「条約の目的の合法
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きた抵触規則というよりも、条約間の抵触の存否を決定する際の「調和的
解釈のための指針」であると理解することが適切であるといえるのであ
る。
Ⅴ 結 論
「特別法は一般法を破る」という特別法優先原則は、国際社会の分権的
構造を基礎として、国家を一般的に拘束するとされる慣習国際法も国家に
よって締結される条約も性質上は任意法規であるという観点から、国内法
と同様に国際法上も妥当性を有すると解されてきた。それはやはり、慣習
国際法を一般法、条約を特別法として捉えることによって根拠付けられて
きたといえよう。国際法上特別法優先原則は、規律対象を空間的に捉える
という視点から考えれば妥当性を有すると考えられてきたのである。しか
し、条約同士の関係の中で特別法優先原則を適用しようとすると、規律対
象の空間的把握という視点からのみでは実効的な解決をもたらすことが困
難であるということが学説上認識されていた。条約が抵触していると考え
られる状況においては、特別法優先原則は抵触関係を決定的に解決できる
抵触規則というよりも、あくまで抵触を回避するために、外見上抵触して
いるそれぞれの条約を調和的に解釈する段階で参照されるものにすぎない
と考えられてきたのである。
そのような立場は、条約法条約において特別法優先原則が明文によって
規定されなかったことで確認されたと思われる。条約の「抵触」という問
題は、条約の解釈、効力、改正や終了といった多様な概念に関わる複合的
な要素を内包している問題であることが認識され、特別法優先原則は、あ
くまで外見上抵触しているそれぞれの条約を調和的に解釈するための「指
針」として位置付けられたにすぎなかったのである。
「条約の抵触」という問題は現在の国際法においては解決が非常に困難
なものとして認識されているが、条約が抵触しているとみられる状況に実
条約法における特別法優先原則の位置（皆川) 409
際に直面した場合には、本稿で検討したような条約法における特別法優先
原則の限定的役割を念頭に置きつつ、抵触の解決を慎重に行っていく必要
があるといえる。その際、一般法・特別法という区別は必ずしも、ある条
約全体を対象としてのみ考えられるものではなく、個々の規定ごとに見分
けなければならないということに留意し、個別規定の「事項的範囲」とい
う観点から相互の条約の関係を検討していくことが望まれる。そして、そ
のような観点からそれぞれの条約規定を解釈するにあたっては、前述の
「抵触の解決は意思の推定よりもむしろ、法に基づいてなされなければな
らない」というジェンクスによる指摘を強く意識する必要があるだろう。
とりわけ客観的制度を定めている条約同士が抵触する場合には、当事国の
意思の推定だけでは問題の解決は困難であり、このような場合にどのよう
な指針に基づいて解決が図られるべきか、そして条約規定の「特別性」は
どのような基準で決定すればよいのか、という問題については今後慎重な
検討を行っていく必要があるといえるであろう。
［付記］本稿は、2004年度早稲田大学特定課題研究助成費（課題番号2004B-816）
による研究成果の一部である。
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